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あらまし 日本 OSS推進フォーラムのクライアント部会では，クライアント端末における OSS 活用に関する議論を

進めている．今年度の活動においては、東日本大震災に対する復興支援活動の一助とすべく，OSSオフィスソフト

ウェアおよび関連ソフトウェアを含んだ CDディストリビューションを配布することによる被災地支援活動を実施し

た．ライセンス契約で対価の発生しないOSSには，混乱する現場におけるソフトウェアの適正な利用に即していると

いう利点がある．本発表では，本活動の狙いと経緯，活動の成果，あるべき姿等について論じる．
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Abstract The members of the client subcommittee of the Japan OSS Promotion Forum are making efforts to

familiarize OSS on client terminals. They made up a CD distribution containing OSS office productivity suite and

its accompanying software, and delivered the copies free to several afflicted people to helpthem recovering from the

damage of the East Japan Earthquake this year. OSS has a strong point of being appropriate to use properly in

disaster area, because it does not require end-user license fee for use. In this paper, the objective, the background,

the intermediate result, and future plan of this activity are discussed.
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図 1 被災地に届けられる物資の性質

Fig. 1 Charasteristic of products delivered to disaster area

1. は じ め に

2011年 3月 11日，未曾有の大災害を経験した東日本の太平

洋岸には 8ヶ月経った今も深い傷跡を残している．緊急支援の

手が岩手・宮城・福島の 3県に集中する中，周辺の青森，茨城，

あるいは千葉であっても，被災地においては，にわかには信じ

がたい状況が続いていた．

例えば，村の人口の 5倍の数のパンが届き，賞味期限が切れ

るまでに食べきれないという状況が発生した．また，そこから

わずか 10km離れた避難所には，いつ作ったものかわからない

おにぎりが大量に届き，結局，食べきれずに捨てることになる

という混乱も見られた．その一方で被災エリア南部に位置する

茨城県では，生活物資が皆，同県を通り過ぎて北上し，文字通

り陸の孤島となってしまったという状況も発生した．

インターネットが普及し，高度情報化社会が叫ばれているこ

の時代に，どうしてこのような事態が起こってしまうのか．こ

のような混乱を少しでも解消するために，非常時における情報

機器の更なる活用が望まれている．日本 OSS推進フォーラム

のクライアント部会では，その活動の一環として本年度は被災

地における情報活用支援を掲げ，この問題に取り組むこととし

た．本論文ではその活動の経緯と成果について報告し，さらな

る構想について述べる．

2. 被災地が抱える課題と解決策

まず本節では，被災地，避難場所が抱える課題と ITに写像し

た課題，さらにその課題の OSSによる解決について説明する．

2. 1 被災地における情報管理の課題

被災地に対し，物資の適切な配送と管理，および被災者に対

する物資配布の管理は切実な課題である．提供者の立場，流通

業者の立場，利用者の立場でそれぞれ考えると，提供側におい

ては「あげやすいもの」が優先され，流通者は「とどけやすい

もの」を優先する．その結果，「あげにくいもの」や「とどけに

くいもの」は利用者の期待に反して提供されず，被災地におい

て「役に立つか分からないもの」が過分に流通する結果となる

（図 1）．

このような状況を解決するには ITによる情報の整理が必須

図 2 OSS による課題の解決

Fig. 2 A solution by OSS

であろう．しかし，ITそれ事態が問題を引き起こすケースが存

在する．

実際に生じた状況として，被災地に対する IT機器が提供さ

れたケースを考えてみよう．情報管理には情報機器が必要だが，

ハードウェアだけでなくソフトウェアも同時に提供されなけれ

ばならない．しかし中古のハードウェア供与において常に問題

となる課題として，ソフトウェアのライセンスに関する問題が

ある．この問題はソフトウェアベンダの好意により解決するこ

ともあるが，本質的に留意すべき点として捉える必要があろう．

2. 2 OSSによる課題の解決

この問題を解決する試みが，ソフトウェア部分を OSSの製

品提供で賄うことによる解決策の提示である（図 2）．

提供側の論理として OSSに配布の制約は存在しない．流通

に関して，どのような媒体で提供するかだけが制約となる．被

災地においてネットワークが生きていれば，ダウンロードを許

可することで問題はすぐに解決する．通信ネットワークが寸断

されている場合でも，CD-ROMによる配布という簡易な手法

が残されている．

これらの状況を鑑みると，OSS によるソフトウェアの供給

は，地元の復旧・復興のために実際に利用する，利用者にとっ

て最適な方法の 1つとして考えられ，現地での継続的な情報支

援活動として適していると考えることができる．

3. 支援活動の概要

前節での仮定を鑑み，本節では日本 OSS推進フォーラムの

クライアント部会が行った活動の詳細について説明する．

3. 1 活動の経緯

日本 OSS推進フォーラムのクライアント部会では，以下の

順序で被災地支援活動を進めた．

4月 8日 部会会合にて東日本大震災の復興支援を活動計画に

盛り込むことが部会長より提案され，全会一致で決定．

4月 26日 OpenOffice.orgのブート CD配布や，長期の支援

継続方法に関してフォーラムの幹部と検討会を開催．

5月 13日 定例会合にて，ソフトウェアの構成・内容，配布

方法を検討．

5月 27日 日本OSS推進フォーラム幹事団・顧問団会合にて，
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クライアント部会による支援活動の承認を受ける．

6月 10日 報道発表の内容，支援に向けたWebサイト構成な

ど詳細を部会内に周知．

6月 28日 報道発表を行い，支援活動を開始．

これらの活動の結果，報道発表後，わずか 2週間で 160以上

のWebサイトで活動が取り上げられ，いくつかの被災地には

実際に CDが配布された．

現在，続く第 2弾としてさらに改良を加えた形式での配布を

企画しているところである．

3. 2 配布ソフトウェア

ソフトウェアの配布パターンとして，以下に示す 3パターン

を想定した．

3. 2. 1 パターン 1：基本 OS（Ubuntuもしくは Kubuntu）

と OpenOffice.orgの CD起動用ソフトウェア

CD を装着してパソコンの電源を入れただけで，自動的に

オープンソースのオフィス・ソフトが利用できるプログラムで

ある．

プログラムの内容は，基本OS（UbuntuあるいはKubuntu）

とOpenOffice.orgが搭載された CD起動プログラム．バージョ

ンは，Ubuntu および Kubuntu：10.04LTS（注1）版，OpenOf-

fice.org：3.2.0．利用方法として，フォーラムの復興支援サイ

トからダウンロードしたプログラムを読み書き可能な CDに複

写コピーし，その CDを入れたパソコンの電源を再投入すると

基本 OSの Ubuntu或は Kubuntuが起動，オープンソースの

オフィス・ソフト（OpenOffice.org 3.2.0）が利用できることを

提示した．利用条件として，x86PCおよび 64ビット PC，必

要最小メモリを 256Mバイトとし，CDで起動するのでなく実

際にインストールして使用する場合はメモリー 384Mバイトと

4Gバイトのディスクスペースが必要，との制限を付与した．

3. 2. 2 パターン 2：Windows対応 OpenOffice.orgインス

トール用ソフトウェア

既存のWindowsにオープンソースのオフィス・ソフトを組

込むためのプログラムを提供．Windows対応 OpenOffice.org

インストーラと，OpenOffice.org：3.3.0 を同梱した CD を作

成し提供した．フォーラムの復興支援サイトからダウンロード

したプログラムを，読み書き可能な CD に複写コピー，その

CDをWindowsパソコンにインストールし，オープンソース

のオフィス・ソフト（OpenOffice.org 3.3.0）を利用するという

ソリューションを提供．利用条件はWindowsのバージョンと

して XP，Vista，7（32bit/64bit）を対象とし，メモリ 256M

バイト（512M バイトを推奨）ハードディスク空き容量 650M

バイト以上，グラフィックモニター解像度 1024× 768（256色

以上）以上という条件を示した．

3. 2. 3 パターン 3：事例集の配布

汎用的な解決方法として，オープンソースのオフィス・ソフ

ト活用事例集（ダウンロード配布のみ）の提供をアナウンスし

た．本事例集は，フォーラムで作成した OpenOffice.org の活

用事例を集めた文書である．

（注1）：LTS: Long Term Support

図 3 被災地に配布した CD

Fig. 3 CDs which distributed to disaster area

配布した CDのラベルを図 3に示す．左および中央がパター

ン 1（Kubuntu版および Ubuntu版），右がパターン 2に対応

する．これらはひと目で区別できるように中心部で色分けし，

現場で混乱が生じないように配慮した．

3. 3 サポート活動

また，ただソフトウェアを配布するだけでなく，ボランティ

ア活動として遠隔サポートによる支援体制も構築した．具体的

な遠隔サポート方法として，メールによるサポートと twitter

を利用したサポート，2つのチャネルを利用したサポート体制

を構築した．

メールによる無償サポートは，2012 年 3 月末までクライア

ント部会のボランティアが震災復興支援に資するよう無償で実

施するということをアナウンスした．また twitterによる支援

も活動の期間は同様であり，#ossforumというハッシュタグを

用いることで同活動のサポートに対するメッセージを流通でき

るようなアナウンスを行った．

3. 4 活動の成果

活動の成果として，6月 28日に実施された支援に関する報道

発表からわずか 2週間で，160以上のサイトで取り上げられ本

活動の内容が取り上げられた．その影響は大きく，ISOイメー

ジをダウンロードしての利用のほか，8月までに北海道，岩手，

宮城，福島，茨城の 20箇所から要望があり，リクエストに応

じて CDを配布した（図 4）．

なおネットでの評判にとどまらず，継続のための輪が広がっ

ているため，配布対象のソフトウェアを追加・充実させて 12月

中に第 2弾の支援内容を発表することに繋がった．

4. 今後の課題と提案

将来展望として，直近の課題として企画している追加支援策

および将来このような支援があるとよいという提案を，本節で

記す．

4. 1 直近の課題

支援活動が一区切りついた今，情報のアップデートも兼ねて

第 2弾の実施を企画している．次にリリースを予定しているソ

フトウェアは以下の 2点である．

4. 1. 1 パターン 4：Windows対応 LibreOfficeインストー

ル用ソフトウェア

LibreOffice 3.4.4 Final for Windows XP/Vista/7 ヘルプ

パック（日本語）/フォント（Takao、IPA、VLゴシック、M+、

青柳衡山）を，Pentium互換 PC，メモリ 256 MB（512 MB

以上を推奨），1.5GBのハードディスクの空き容量，画面解像
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図 4 CD を配布した箇所

Fig. 4 The place to where CD was delivered

度 1024x768 (またはこれ以上のものを推奨) の条件で提供する．

4. 1. 2 パターン 5：LibreOffice搭載の基本OS（Vine Linux）

インストール用ソフトウェア

Vine Linux 6　 LibreOffice 3.4.4 Final　ヘルプパック（日

本語）/フォント（Takao、IPA、VLゴシック、M+、青柳衡山）

を，i686の命令セットをもつ CPU（VIA C3 を除く Pentium

III 以降を推奨）メモリ 512MB以上推奨，HDD 2GB程度の

インストール領域の条件で提供する．

4. 2 将 来 構 想

OSSを援用した被災地支援の方法を議論していくなかで出さ

れた，とくに有望と思われる支援策を最後に提案する．

被災地，とくに避難所においては，避難民だけでなくボラン

ティアも含む人員の管理と整理が重要である．さらに本論文で

述べたように物資の管理も周辺の避難所を含めて管理できるこ

とが望ましい．

しかし被災後の混乱のなか，それらを管理できる IT機器を

全ての避難所に周到に用意することは困難であろう．またネッ

トワーク回線が寸断された場合でも利用できるシステムを準備

しておくほうがよい．

そこで本論文では CD ブートにより全てが完結する被災地

ディストリビューションの作成を提案する．OSは問わないが，

ライセンス管理が不要なOSSベースであると都合がよい．ハー

ドウェアさえ調達できれば，CDブートにより当面必要と思わ

れるソフトウェアが全て備えられている状況が望ましい．場合

によっては，ブート時に適切なソフトウェアが自動で起動する

だけでも避難民やボランティアの管理者にとって都合がよいシ

ステムになるだろう．名簿管理のために簡単なデータベースを

用意しておくという工夫も考えられる．

今回、そのようなディストリビューションの開発までは至ら

なかったが，今後の構想としてこのようなシステムの作成は意

義が深いものと考える．

5. 関 連 活 動

今回の災害を受けて，経済産業省や総務省では被災地復興に

係わる IT（ICT）の活用に関する議論が進められている [1]～

[3]．これらの報告では復興支援に関する IT応用について，通

信インフラの確保といった基本的なものから外国人向け自動翻

訳サービス，震災情報提供，コミュニティ支援といったアプリ

ケーション分野，コンテンツ分野に至るまで，様々な被災地支

援方法がまとめられている．これらの資料においても，本活動

グループが懸念していた避難所における情報管理の不徹底と IT

活用による改善が指摘されている．

また本報告に類似の支援として，JEITA などの民間団体が

中心となって実施した「ICT支援応援隊」がある．この活動は，

民間事業者が岩手，宮城，福島の自治体に対してパソコンやプ

リンタを無償で提供したもので，事業開始後 1ヶ月程度で約 500

台のパソコンと約 100台のプリンタが提供された．ハードウェ

アの提供は比較的単純であるが，単に中古のハードウェアを提

供すればよいというものではなく，中に含まれるソフトウェア

の流用に関してライセンスの問題もあり難しい要因を含んでい

る．本提案のような OSSの活用であれば，その問題は解決す

ることができる．

6. お わ り に

本稿では，日本 OSS 推進フォーラムのクライアント部会に

より実施された東日本大震災の被災地に対する復興支援活動に

ついて報告した．本活動は実際に被災地へ出向いて行なった活

動ではなく東京で議論された結果の成果物を被災地へ提供する

ことによる間接的な支援活動ではあったが，いくつかの自治体

や被災者自身から支援物資の要求を受け，それに応える形で僅

かばかりではあるが被災地の復興支援に貢献できた．

復興活動に役立つ ITの応用は，まだ広い研究の余地が残さ

れている．本稿で示した将来構想もその 1つである．本稿が復

興支援に資する ITの研究開発に少しでも役立つことができれ

ば幸である．
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